
（１）深い絆！信頼と英知で未来を拓くパートナーシップの推進（協働と分権）

◆市民参加の仕組みの構築
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【パートナーシップの基本を
定める条例の制定】
   パートナーシップの目標や
理念・基本方針、市民参加
の保障、市民活動の推進
等、パートナーシップの基本
を定める条例を制定する。

　市政運営への市民参加が
保障され、市民と行政相互
の信頼関係を深めることがで
きる。

― ―

　平成19年度
に「パートナー
シップの基本
を定める条
例」を制定す
る。

市民活力
推進部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【市民参加によるまちづくり
を推進する条例の制定】
　都市計画マスタープランの
実現のため、まちづくりの基
本理念や市民、事業者、市
の責務、市民主体のまちづく
りの仕組みなど、市民参加に
よるまちづくりを推進する条
例を制定する。

　市民主体によるまちづくり
の仕組みが整備され、市民
参加の機会が拡大される。

― ―

　平成17年度
に「市民参加
によるまちづく
りを推進する
条例」を制定
する。
［平成17年度
　　　　評価B］

まちづくり
計画部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【市民人材バンク制度の構
築】
　個人として公益的活動に従
事できる市民を登録し、随
時、活動を行うことのできる
制度を構築する。

　市民が個々の知識、経験
等を公益的活動に生かすこ
とのできる仕組みが構築さ
れ、市民参加の機会が拡大
される。

― Ｃ

　平成18年度
に「市民人材
バンク制度」を
構築する。

市民活力
推進部

【重点プログラム】：市政運営への市民参加の促進
【目               標】：多くの市民が市政運営に主体的に関わることのできる仕組みを構築する。

・パートナーシップの推進に関する市民の中心的組織である
パートナーシップ市民フォーラムさがみはら（会員数108名）､
及び庁内検討組織においてパートナーシップの基本を定め
る条例の検討を行った。
＊パートナーシップさがみはらの主な活動内容
　・パートナーシップに関する講演会（３回）
　・市民参加・協働に関する調査を実施
　・タウンミーティングを市内３会場で開催
　・総会、定例会、協働ワーキング会議の開催（開催４７回）

平成18年度に取り組んだ内容・成果等

･都市計画分野における市民・開発業者・市の三者の責務
や協働に関する仕組みを定めた「相模原市街づくり活動推
進条例」の周知及び街づくり団体結成への働きかけなどを
行った。
　（街づくり登録団体３団体結成）

・既存人材バンクについて利用目的等による役割分担とネッ
トワーク化の検討及び他市人材バンク（四日市市）の分析作
業を実施した。
・サポートセンター運営ＮＰＯとの市民人材バンクの検討。
＊市関連の人材バンク
　・生涯学習システム「生涯学習のとびら」
　　　登録数　講師 282　件､団体数　1287　件
　　　　　　　　　　（総合学習センター所管）
　・ボランティア登録制度「いるかバンク」
　　　登録数　個人　594　件
　　　　　　　　　　（市社会福祉協議会所管）

平成18年度に取り組んだ内容・成果等

平成18年度に取り組んだ内容・成果等

1



◆市民参加の機会の創出
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【市民委員会によるパート
ナーシップ推進への支援】
　パートナーシップを推進す
るための市民組織である市
民委員会への支援を行う。

　市政運営への市民参加を
市民が促す仕組みが構築さ
れ、市民参加の機会が拡大
される。

― ―

　平成17年度
に市民委員会
を設置する。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］ 市民活力

推進部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【パートナーシップを推進す
るための市政情報提供の改
善】
　パートナーシップを推進す
るための市政情報の内容や
提供方法などを改善する。

　市民がパートナーシップに
関する市政情報を共有でき
るようになり、市民参加の機
会が拡大される。

― ―

　平成17年度
にパートナー
シップを推進
するための市
政情報の内容
や提供方法な
どを改善す
る。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

市民活力
推進部

・パートナーシップの推進に関する市民の中心的組織である
パートナーシップ市民フォーラムさがみはらを設立（平成18
年4月）し､市民と行政の役割分担等を定めたパートナーシッ
プ協定を締結（同５月）するなど､引き続き同フォーラムの活
動支援を行った（会員数108名）。
＊パートナーシップさがみはらの主な活動内容
　・パートナーシップに関する講演会（３回）
　・市民参加・協働に関する調査を実施
　・タウンミーティングを市内３会場で開催
　・総会、定例会、協働ワーキング会議の開催（開催４７回）

・神奈川新聞ＮＰＯニュース欄（年１回）、Ｊ－ＣＯＭ（ケーブ
ルテレビ局）のＬ字情報掲示板（毎月１週間）、チラシの配
付、ポスターの掲示、市内イベントへのブース出展等により
市政情報を提供。
・事業担当課とともにパートナーシップ推進課のＨＰの更新
を実施し､市政情報の発信を行った（更新回数12回）。
・庁内ネットワークにより「パートナーシップＮＥＷＳ」を全職員
に発信した。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
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（１）深い絆！信頼と英知で未来を拓くパートナーシップの推進（協働と分権）

◆新たな公益的事業の創出支援
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（H18) H18の評価 達成目標 担当部

【市民活動サポートセンター
の情報提供・相談機能の強
化】
　新たな公益的事業を創出
するため、市民活動サポート
センターにおける情報提供
や相談機能を強化・充実す
る。

　市民団体同士や市民団体
と行政のパートナーシップに
よる新たな公益的事業の創
出が図られる。

― Ｂ

　平成17年度
から市民活動
サポートセン
タースタッフの
研修の強化・
充実を図る。
[17年度
　　　　評価B］

市民活力
推進部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（H18) H18の評価 達成目標 担当部
【パートナーシップ事業助成
制度の推進】
　市民活動団体が他の団体
と連携して行う新たな公益的
事業に要する経費の一部を
助成する制度（パートナー
シップ事業助成制度：平成
16年度創設）を推進する。

　団体と団体とが連携する事
業の初動期の取組みを支援
することにより、パートナー
シップ事業の拡大が図られ
る。

― Ｂ

　パートナー
シップ事業助
成制度は、平
成18年度まで
のサンセット事
業とし、最終
年度に効果検
証を行う。

市民活力
推進部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（H18) H18の評価 達成目標 担当部
【コミュニティビジネスの支
援】
①コミュニティビジネスの普
及、啓発
②起業支援
③ビジネス機会の拡大
④推進ネットワークの構築支
援
を行う。

　コミュニティビジネスの意義
や目的が市民に認知される
とともに、起業に必要な知識
や相談ができる場がつくら
れ、コミュニティビジネスの積
極的な展開が図られる。

― Ｂ

　平成17年度
からコミュニ
ティビジネスの
支援事業を順
次実施する。
［平成17年度
　　　　評価B］

経済部

【重点プログラム】：パートナーシップの環境づくり
【目　　　　　    標】：市民活動を支えるための仕組みを構築する。

平成18に取り組んだ内容・成果等
・県やＮＰＯ支援団体等が開催する15研修会に延べ36人の
市民活動サポートセンタースタッフが参加し、相談対応力の
向上、支援に関する知識の習得、他支援施設との連携を
図った。
・市民活動中間支援施設連絡会（相模ボラディア）を設置し､
連携を図った（１４回の会議開催）。また､団体の情報提供な
どを行う登録団体検索システムを構築し､ＨＰに公開した（登
録団体数310）。
・市民活動団体の情報発信機会を拡充するため､市民活動
団体の刊行物等の受託販売を行なう体制を構築。
＊新規利用団体登録数
　　　　平成17年度　66団体　→平成18年度　42団体

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
･助成申請団体は5団体（連携団体全体では16団体）、審査
によって4団体（連携団体全体では14団体）を助成対象とし
て選考を行った。助成総額は927千円。
＊主な助成事業内容は次のとおり
　・プレイリーダー養成、子ども文庫設立､音楽活動団体の交
流促進など。
・市民活動助成制度について､市民企画提案型補助金制度
等のあり方を検証し､パートナーシップ事業助成金との統合
や市民ファンドの設立など新たな市民活動の財政的支援策
の検討を行った。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・産業振興財団と連携し､コミュニティビジネスの啓発や事業
者の育成を図るための相談会・勉強会を開催するともにネッ
トワークづくりの契機としてシンポジウムを開催した。
・ポータルサイト､相談窓口の運営と支援融資制度（利子補
給・信用保証料補助）を実施（融資利用件数1件）した。
　（活動内容など）
　・勉強会・シンポジウム参加者数：延べ306人
　・相談における相談件数：延べ65人
　・ＣＢサロン［事業者交流会］参加者数：延べ２5人
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◆協働型の福祉コミュニティの形成
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（H18) H18の評価 達成目標 担当部

【福祉コミュニティの形成】
　地域福祉計画に基づき、
行政と民間との役割分担の
明確化を図るとともに、市
民、地域団体、ＮＰＯ等と連
携し、協働型の福祉コミュニ
ティの形成を目指す。

　協働型の福祉コミュニティ
の形成により、サービスの利
用促進、地域福祉活動への
市民参加の促進が図られ
る。

― ―

　平成２０年度
に協働型の福
祉コミュニティ
事業を実施す
る。

福祉部

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・福祉コミュニティ形成モデル事業実施計画（平成17年度策
定）に基づき､東林間と光が丘の2地域で「福祉のまちづくり」
をテーマにモデル事業を実施した。このなかで､2地域住民
による「地域福祉推進会議準備会」による検討を経て､「地域
福祉推進会議」を設置し､地域福祉課題の共有を中心に検
討を進めた。
・平成19年度は地域福祉課題の解決策、具体的な事業の
取組み方針等を検討する予定。
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（１）深い絆！信頼と英知で未来を拓くパートナーシップの推進（協働と分権）

◆市民自治の仕組みの構築
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【市民自治の仕組みの構
築】
　市民への啓発活動を行うと
ともに、モデル事業を実施
し、新たな市民自治の仕組
みを構築する。

　市民自らが主体的に地域
づくりに参画し、課題解決に
取り組むことで、より暮らしや
すい地域社会が形成され
る。

― －

　平成17年度
にモデル事業
を実施し、効
果を検証した
上で、平成20
年度以降は可
能なものから
実施する。
［平成17年度
　　　　評価B］

企画部

◆市民に身近な行政サービス機能の地域行政機構への移譲
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【行政サービス機能の地域
行政機構への移譲】
　市民に身近な行政サービ
ス機能を地域行政機構に移
譲する。

　地域特性に応じた行政
サービスを提供することが可
能となり、地域の個性を重視
したまちづくりが実現する。

― ―

　平成22年度
を目途に地域
行政機構への
権限移譲を段
階的に実施す
る。

企画部

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・庁内検討組織の都市内分権推進検討プロジェクトチーム
において､報告書を取りまとめた。大都市制度（政令指定都
市の区役所等）についての調査・分析に基づき、政令指定
都市への移行を視野に入れた課題整理及び本市としての
都市内分権のあり方の方向づけを検討。

【重点プログラム】：都市内分権の推進
【目　　　　　    標】：市民に身近な地域への分権を進め、暮らしやすい地域社会を市民自身の手で創るための仕組みを
　　　　　　　　　　　　構築する。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・田名・小山の２地域を対象に地域パートナーシップモデル
事業として「地域を考える場」を設置（平成１７年度）。両地域
で全体会､企画会議､ワーキンググループによる検討を適宜
実施し､「安全安心のまちづくり」「災害に備えるまちづくり」
「基地の跡地利用」などをテーマに活発な情報・意見交換が
行われた。
・新たに「福祉のまちづくり」をテーマに東林間・光が丘の２
地域を加え､地域の福祉課題の共有等の検討が行われた。
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（１）深い絆！信頼と英知で未来を拓くパートナーシップの推進（協働と分権）

◆行政の活動範囲の明確化
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【行政の活動範囲の見直し
指針の策定】
　行政の活動範囲を明確化
するための基本的な考え方
を示す指針を策定し、事務
事業の見直しを行う。

　市民と行政の役割分担が
明確化されることで、行政
サービスの担い手の多様化
が図られ、協働によるまちづ
くりが実現する。 ― Ｂ

　平成18年度
に行政の活動
範囲の見直し
指針を策定
し、事務事業
の見直しを行
う。

企画部

【重点プログラム】：行政の活動範囲の明確化
【目               標】：まちづくりを担う主体（市民・企業・団体・行政等）が役割を分担しながら、互いに協働を進ていくため
　　　　　　　　　　　　に、行政の活動範囲を明確にする。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・相模原市経営評価委員会の分科会である「行政の活動範
囲の見直し検討委員会報告書（平成17年度）」を受け､行政
の活動範囲に見直しと民間活力の推進するため「相模原市
民間活力の活用に関する指針」～行政の活動範囲の明確
化と民間委託等の推進～を策定した。
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（１）深い絆！信頼と英知で未来を拓くパートナーシップの推進（協働と分権）

◆ゼロベースからの補助制度の再構築
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【市民企画提案型補助制度
の創設】
　市民自らが自立的・自発的
で公益的な活動を企画・提
案する「公募型」、「提案型」
の補助制度を導入する。

　市民と行政との対等なパー
トナーシップの関係のもと
で、自立的・自発的で公益
的な市民活動が促進され
る。 ― －

　平成１７年度
に市民企画提
案型補助制度
を創設する。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

財務部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【市民企画提案型補助制度
への転換】
　第三者による補助金評価
検証機関を設置し、現行の
補助金全てに対し補助採択
や補助効果の検証を行う。
現行の補助制度はゼロベー
スから再構築する。

　「行政上、公益上の必要」
から、多種多様の補助金が
市民団体などに交付されて
いる現在の補助金の在り方
が全面的に見直され、補助
制度の透明性が高まるととも
に、事業の公共・公益性に
着目した検証を行うことで公
平・公正な運用が図られる。

14,161千円 Ｂ

　平成１７年度
に評価検証機
関を設置す
る。
　平成２０年度
までに全ての
補助金の評
価・検証を行
う。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

財務部

・第三者機関である相模原市補助金等評価委員会の外部
評価により､事業費型補助金､事業費・運営費混在型補助金
90件の見直しを実施した結果、16件の補助事業を廃止し
た。（総額23，846千円）
＊平成18年度分見直し　　26件　　総額14,161千円
   平成19年度分見直し　　16件　　総額23,846千円

・市民企画提案型補助制度を実施した（応募件数11件のう
ち10件を採択、補助金総額1,786千円）
＊平成17年度　5件採択（応募6件）　補助金総額　476千円

平成18年度に取り組んだ内容・成果等

【重点プログラム】：団体支援の見直し（補助制度）
【目               標】：市民との協働や市民による新たな公益的事業の創出を支援するための制度へ転換する。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
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（１）深い絆！信頼と英知で未来を拓くパートナーシップの推進（協働と分権）

◆市民活動団体への関与の適正化
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【関与の基準策定及び評価】
　市民活動団体の自立の促
進に向け、行政からの関与
の基準を策定し、第三者機
関による評価を行う。

　基準に基づき段階的に行
政による団体事務局事務を
縮小することにより、行政の
関与の適正化が図られる。

― Ｃ

　平成１８年度
に基準を策定
し、平成１９年
度から基準の
運用と評価を
行う。

企画部
市民活力
推進部

◆新たな支援策への転換
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【新たな支援策への転換】
　市職員が担っている団体
事務局事務を、時限的な補
助制度等により、段階的に非
常勤職員、団体雇用職員へ
と移行する。また、市民活動
団体の自立へ向けた情報提
供や地域における経験豊か
な人材の参画を促すための
支援を行う。

　市民活動団体の自立を促
進することにより、市民と行政
とが対等な立場に立った
パートナーシップの構築が
図られる。

― ―

　平成１９年度
から新たな支
援策を導入す
る。

企画部
市民活力
推進部

【重点プログラム】：団体支援の見直し（団体事務局事務）
【目              標】：市民活動団体の自立を促し、住民主体の団体運営を実現して、市民と行政が対等な立場に立った
                          パートナーシップの構築を図る。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・経営評価委員会の分化会である「団体事務局事務の見直
し検討委員会」において､基準の策定に向け､本市の関与の
実態把握に努め､団体を所管する課・機関に対するヒアリン
グを実施した。課題整理と基準の策定の方向性についての
検討を行い､平成19年度は旧津久井４町を入れたなかで基
準の策定を行うこととした。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・市民部内に「市民部特定課題等調査研究チーム」設け､支
援体制の再構築の検討を行なった（全４回）。
・自治会の課題解決､活性化の道筋を協議し､行政との役割
を整理することを目的とした協議の場を設置することが決定
した。
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（１）深い絆！信頼と英知で未来を拓くパートナーシップの推進（協働と分権）

◆減免基準の見直しによる新たな減免制度の導入
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【新たな減免制度の導入】
　平成１５年度に策定した
「減免規定の基本的な考え
方」に基づき、減免規定の改
正を行い、新たな減免制度
を導入する。

　減免基準を見直すことによ
り、一般利用者との公平性が
確保され、受益と負担の適
正化を図ることができる。

― Ｂ

 平成１７年度
に減免規定を
改正し、平成
１８年度から新
たな減免制度
を導入する。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

企画部

【重点プログラム】：団体支援の見直し（減免制度）
【目              標】：公の施設使用料・利用料金の減免基準の見直しにより、利用者間の公平性を確保し、受益と負担の
　　　　　　　　　　　適正化を図る。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・公共施設の使用料の減免規定について、減免対象となる
団体及び施設の利用目的をより明確にすることにより、利用
者間の公平性の確保と、受益と負担の適正化を図った。
（減免規定を改正した規則26本)
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（１）深い絆！信頼と英知で未来を拓くパートナーシップの推進（協働と分権）

◆公益法人等の経営評価システムの確立と在り方等の見直し
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【公益法人等の経営評価シ
ステムの確立と在り方等の
見直し】
　平成１６年度に導入した
「公益法人等の経営評価シ
ステム」に基づき、毎年経営
評価を実施する。
　また、経営評価の結果に基
づき公益法人等の在り方及
び支援・関与の見直しを実
施する。

　評価結果に基づき、公益
法人等の在り方や役割、事
業等の見直し、最小限で効
果的な支援策の検討を行う
ことにより、公益法人等の主
体性、自立性が高まり、経営
の健全化と活性化が図られ
る。

56,350千円 Ｂ

　毎年評価シ
ステムを運用
し、公益法人
等の在り方及
び支援・関与
の見直しを実
施する。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

総務部

・第三者機関である「公益法人等経営評価委員会」による経
営評価を５法人に実施し、併せて「公益法人等関係機関連
絡調整会議」において、公益法人等に関する課題解決に努
めた結果、派遣職員の削減（2名）や各法人のＨＰによる財
務状況の公表などを実施。
＊派遣職員の削減数
　 平成17年度　　9人　（59人→50人）
   平成18年度　　7人　（50人→43人）
   平成19年度　　2人　（43人→41人）

【重点プログラム】：公益法人等の在り方の見直し
【目              標】：公益法人等の在り方や役割を見直し、公益法人等の主体性、自立性を高め、経営の健全化と活性化
　　　　　　　          を図る。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
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（１）深い絆！信頼と英知で未来を拓くパートナーシップの推進（協働と分権）

◆対象事業の絞込みと受益者負担の導入
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【受益者負担の導入】
　平成１５年度に策定された
「受益者負担の在り方の基
本的な考え方」に基づき、対
象事業を絞り込み、受益者
負担の導入を図る。

  受益者負担が妥当と判断
される事業について、受益者
負担を導入することにより、
受益と負担の適正化が図ら
れる。

1,802千円
（内収入増に
よるもの1,762

千円）

Ｂ

　平成１７年度
から順次、受
益者負担の導
入を行う。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

企画部

◆公共施設駐車場の有料化
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【公共施設駐車場の有料
化】
　平成１５年度に策定した
「公共施設駐車場の有料化
の基本的な考え方」に基づ
き、順次有料化を実施する。
①市内５つの公園エリア
　相模原麻溝公園エリア
　相模原北公園エリア
　淵野辺公園エリア
　横山公園エリア
　鹿沼公園エリア
及び市役所周辺施設の駐車
場
②その他の公共施設駐車場

　公共施設駐車場の有料化
を順次実施することにより、
公共サービスの受益と負担
の適正化が図られる。

― Ｃ

　平成１８年度
から公共施設
駐車場の有料
化を順次実施
する。

企画部

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・「受益者負担の在り方の基本的な考え方」に基づき絞り込
まれた１２の対象事業のうち、16・17年度に受益者負担を導
入した4事業を除く、8の事業について進行管理を行い、下
記の4事業について受益者負担の導入を行った。
（ウイメンズカレッジ  増収額    　25千円）
（市民大学　    　　　増収額  1,682千円）
（講座事業　     　　 増収額　    55千円）
（リーダー研修会　 　節減額    　40千円）

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・市内５つの公園エリア及び市役所周辺施設駐車場の有料
化に向けて、施設管理担当課とともに庁内調整（関係課長
会議）等を実施し課題の整理を行った。
（現状の課題）
・負担の公平性確保の観点からの減免対象の基準づくり
・採算性の確保など

【重点プログラム】：新たな受益者負担の導入
【目               標】：公共サービスへの受益者負担の導入により、受益と負担の適正化を図る。
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◆一般ごみの処理手数料の導入
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【一般ごみの処理手数料の
導入】
　本市の特性や規模に相応
しい一般ごみの処理手数料
導入の方向性について検
討・実施する。

　一般ごみの処理手数料の
導入により、排出者責任が喚
起され、排出量の抑制が図
られるとともに、ごみの排出
量に見合った費用負担が実
現し、受益と負担の適正化
が図られる。

― C

　平成１７年度
に方向性につ
いて決定し、
その方向性に
基づき、平成
２０年度に導
入する。
［平成17年度
　　　　評価Ｃ］

資源循環
部

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・廃棄物減量等推進審議会に家庭ごみ有料化検討部会を
設け、他市の状況や町田市視察内容など有料化について
の課題整理及び基本的な考え方の検討を実施した（３回実
施）
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（２）とことん追求！最大の市民満足が得られる公共サービスの提供（最少経費で最大効果のサービス）

◆行政評価制度の導入等
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【経営評価委員会による政
策・施策評価の導入】
　政策・施策評価に経営評
価委員会による評価を導入
する。

　行政の政策・施策に関する
透明性や客観性が確保さ
れ、市民への説明責任を十
分に果たすことができる。
　さらに、市民の視点に立っ
た評価を行うことにより、新た
な施策の方向性を見定める
ことができる。

― ―

　平成17年度
に経営評価委
員会による政
策・施策評価
をモデル的に
導入し、平成
19年度から、
隔年で本格実
施していく。
［平成17年度
　　　　評価B］

企画部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【事務事業評価の改善】
　物件費・人件費などの費用
情報、現状と課題などが具
体的に記載されている事業
カルテとして活用できるよう、
事務事業評価の改善を実施
する。

　行政の事務事業に関する
透明性や客観性が確保さ
れ、市民への説明責任を十
分に果たすことができる。
　さらに、事業の有効性、必
要性を評価し改善することに
より、適正な予算や定数の配
分を実施することができる。

113,201千円 Ｂ

　平成17年度
から事務事業
評価を改善
し、実施する。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

総務部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【市民満足度調査の実施】
　行政サービスに対する市
民満足度調査を実施し、施
策の効果を定量的に検証す
る。

　市の政策・施策に対して、
市民の満足度がどれだけ向
上したかを定量的に検証す
ることができる。これにより、
新たな施策の方向性を見定
めることができる。

― Ｂ

　平成18年度
から政策・施
策評価と連動
する市民満足
度調査を隔年
で実施する。

企画部

・所管課が主体的に評価を実施し、説明責任を負うという視
点を明確にするとともに、成果主義による評価を徹底するな
どの見直しを図り、全事務事業のうち327事業について事務
事業評価を実施した（３か年で全事務事業を行う２年目）。
＜事務事業評価の結果＞
　　拡充・充実する事業　　26事業
　　現状維持とする事業　258事業
　　見直しを行う事業　　　 38事業
　　廃止する事業　　　　　   5事業

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・市民3,000人を対象に市民満足度調査を実施した（回収率
49.5％）。
・結果については､ホームページ等で公表し､後期実施計画
の策定や施策評価の評価視点の一つとして活用した。

【重点プログラム】：行政評価制度の確立と戦略的な都市経営の推進
【目               標】：市民ニーズを反映し、成果主義を基本とした行政施策を推進する。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・相模原市経営評価委員会の分科会である「行政評価検討
委員会」において、施策評価の実施方法の検討と外部評価
を３次評価とする施策評価を実施した。
・評価実施にあたり､担当課ヒアリングを行い､評価を受け､今
後､評価結果に基づき改善計画書を作成することとなった。
（施策評価の結果）
   <２次評価の結果>
　　A：良好　　　　　　　　　　　　　　　　12
　　B：事務事業の見直しが必要　   108
　　C：事務事業を統合・廃止の方向　 3
 　＊評価は２次評価（行政評価会議）のもの
   <３次評価の結果>
　　18事業について、ヒアリングにより外部評価を実施。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
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◆戦略的な都市経営の推進
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【経営評価委員会の設置】
　市民や学識経験者を構成
員として、経営評価委員会を
設置し、都市経営ビジョンの
進行管理を行う。

　行政経営に関する透明性
が高まり、客観的な評価が可
能となる。

― －

　平成17年度
に経営評価委
員会を設置す
る。
［平成17年度
　　　　評価B］

企画部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【都市経営推進本部の設
置】
　庁内に都市経営推進本部
を設置し、都市経営ビジョン
を推進する。

　都市経営ビジョンに基づく
戦略的な都市経営の推進が
図られる。

― －

　平成17年度
に都市経営推
進本部を設置
する。
［平成17年度
　　　　評価B］

企画部

・平成18年７月に公募市民・団体推薦・学識経験者（総数17
名）からなる経営評価委員会委員を委嘱した（任期２年）。
・全体会議において進行管理と成果の評価を行うとともに、３
つの分科会等を設置しそれぞれのテーマについて検討を
行った。
（経営評価委員会　　4回開催）
（行政評価検討委員会　8回開催）
（団体事務局事務の見直し検討委員会　6回開催）
（補助金等評価委員会　9回開催）

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・庁内への都市経営ビジョンの周知と経営層によるビジョン
の着実な推進のため、市長・助役・収入役・教育長・部長等
からなる都市経営推進本部会議を開催（平成18年6月）し､
経営評価委員会のビジョン・アクションプランについての評
価・意見を庁内への周知・徹底を図る等の進行管理を行
なった。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
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（２）とことん追求！最大の市民満足が得られる公共サービスの提供（最少経費で最大効果のサービス）

◆業務の目標管理の導入
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【業務の目標管理の導入】
　全ての業務の棚卸しを実
施し、適正な業務量やコスト
を明確にし、業務達成度の
目標値と評価基準を設定す
る。

　行政サービスにおけるコス
ト意識を高め、各業務の見
直し、改善を進めることによ
り、行政コストの削減が図ら
れる。

― ―

　平成１９年度
から業務の目
標管理を導入
し、行政コスト
の削減を図
る。

総務部

◆業務の民間開放の推進
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【全庁をあげての民間委託
の推進】
　委託基準に基づき、民間
委託の導入を推進する。

　全ての業務について民間
委託を検討し、業務の民間
委託を継続的に実施するこ
とにより、全庁的な行政コスト
の削減が図られる。

276,218千円
（内収入増によ
るもの14,000千

円）

Ｂ

　民間委託を
推進する。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

総務部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【市場化テストの導入】
　市場化テストの導入を図
る。

　官民競争入札の実施によ
り、最少経費で最大効果の
公共サービスを提供すること
が可能となる。 ― ―

　平成１９年度
から市場化テ
ストを導入す
る。 総務部

・民間委託の推進を図るため、民間委託等に関する総合的
な指針である「民間活力の活用に関する指針－行政の活動
範囲の明確化と民間委託等の推進－」を策定するとともに、
民間委託が可能な事業について、委託化を実施した。
＜民営化・委託化を行った主な業務＞
　学校作業員業務・給食調理員業務の委託化など

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・「公共サービス改革法」の制定を受け､平成18年度に策定
した「民間活力の活用に関する指針」において､民間委託手
法等の活用とともに､官民競争入札（市場化テスト）を新たに
検討を進めていくべき手法の一つとして位置付けた。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・すべての行政サービスがコストに見合った効果をあげてい
るかを検証しコストの可視化を図るとともに、業務実施の目標
値設定を行うことにより、行政サービスにおけるコスト意識を
高め、各業務の見直し・改善を行うことを目的とした「業務の
目標管理」手法について､業務の目的を明らかにした分類・
体系化した再構築の作業や先進市を視察するなど実施方
法の検討を行った。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等

【重点プログラム】：民間開放の推進
【目               標】：業務の目標管理の導入と民間委託等の推進により、行政コストの削減を図る。
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取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【公立保育所の民営化】
　公立保育所の民営化を実
施する。

　民営化により、行政コストの
削減とともに、民間ノウハウ
の活用によるサービス向上
が図られる。

― ―

　平成１７年度
から民営化を
実施する。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］ こども育成

部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【指定管理者制度への移
行】
　現在、管理委託を行ってい
る公の施設については、原
則として指定管理者制度に
移行する。
　その他の公共施設におい
ても管理運営体制の見直し
を行い指定管理者制度への
移行を検討する。

　公の施設の管理につい
て、民間事業者等が有する
ノウハウを効果的に活用する
ことで、市民サービスの向上
が図られる。

＊166,493千円 Ｂ

　平成18年度
から指定管理
者制度へ移行
する。

総務部

◆業務の民間委託(個別業務）
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【広報関連事務】
　「広報さがみはら」編集事
務及びその他の広報関連業
務について、民間委託を実
施する。

　業務の民間委託により、行
政コストの削減が図られると
ともに、民間ノウハウの活用
による魅力的な広報体制を
実現する。 ＊5,255千円 Ｂ

　平成１８年度
までにレイアウ
ト業務の民間
委託を実施
し、平成１９年
度以降、委託
業務の拡大を
推進する。

企画部

・「広報さがみはら」について、定型的なレイアウト（市保健所
業務案内､スポーツガイド､お知らせ）の紙面について、平成
１８年５月１５日号より民間委託を実施した。
・市ホームページの作成委託において､委託業務を拡大した

＊【全庁をあげての民間委託の推進】の改善効果額２７６，２１８千円の内数字

・民営化が予定される２園目～４園目の保育園について、保
護者説明会などを開催し、円滑な民営化推進の準備に取り
組んだ。南大野保育園（２園目）は保護者・法人・市による三
者懇談会を開催、文京保育園（３園目）は、運営法人を決定
した。
（今後の民営化の予定）
・平成20年度　１園（南大野保育園）
・平成21年度　１園（文京保育園）
・平成22年度　１園（古淵保育園）

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・平成18年度新規に指定管理者制度を導入した施設は、合
併による増加分を加え､98施設。導入施設の累計は100施設
となった。
＜指定管理者の内訳＞
　㈱・㈲会社　　　　     42施設
　市の出資法人等　  　43施設
　ＮＰＯ法人　　　      　 3施設
  その他　　　　　　　  　12施設

平成18年度に取り組んだ内容・成果等

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
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取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

―
―

　平成２０年度
までに新たな
民間委託体制
を確立する。

企画部

― Ｃ

平成17年度か
ら一部の業務
の民間委託を
拡大する
［平成17年度
　　　　評価C］

企画部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【庶務事務】
　各部・各課に共通した庶務
事務（服務報告、旅費支給
事務等）について、可能な業
務の民間委託を実施する。

　業務の民間委託により、行
政コストの削減が図られる。

― ―

　平成１９年度
までに庶務事
務の民間委託
を実施する。 総務部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【職員研修事務】
　「果敢に挑戦する職員」の
実現に向けた人材育成のた
め、業務の民間委託を実施
する。

　業務の民間委託により、行
政コストの削減が図られる。

― ―

　平成２０年度
までに研修業
務の民間委託
を実施する。

総務部

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・庶務事務を集中化、委託している事例を視察・研究し、庁
内関係課を対象とした総務事務の集中化に関する説明会
及び関連電算システムのデモンストレーションを実施し、委
託に向けた準備を進めた。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・職員研修事務委託事例の調査（３県・２市）、委託可能事務
の研究（階層研修・特別研修単位での検討）、既存委託研
修の考察､効果の検証､庁内調整などを行なった。
（平成17年度の外部教育機関等への委託率　41.2％）
（平成18年度の外部教育機関等への委託率　42.9％）

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
【情報処理システム関連業
務】
（ホストコンピュータ関連業
務）
①ホストコンピュータのオー
プン利用
②ホストコンピュータの管理、
運用等の民間委託
（その他の業務）
③民間委託する業務の拡大
④サーバシステムの活用
⑤他市町村との共同開発、
利用体制
⑥ＳＥの常駐化
⑦民間人材の登用
等を中心に本市の実情に
あった最適な民間委託を実
施する。

　可能な業務の民間委託に
より、業務の専門性を高め、
行政コストの削減が図られ
る。

・情報政策担当を中心に情報システムの新たな運用形態を
確立するため､情報システム全般の最適化を検討。
・ホストコンピュータの在り方について､政令市に伴う区制の
導入や新たな移譲事務等の動向を見据え方向性を決定す
ることとした。

・その他の業務の委託拡大については、システム全般の最
適化の検討を踏まえ、順次実施することとした。
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取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【税務事務（納税督励・申告
書の処理・土地・家屋評価】
（法的要件に課題のない事
務）　　＊代表例
①納税督励事務
②申告書処理事務
③土地・家屋評価事務
等を対象とし、可能な業務の
民間委託を実施する。

＊3,000千円

（法的要件に課題のある事
務）
①滞納処分事務
②公売事務
③実態調査事務
④土地・家屋調査事務
等については、適否を判断
し、可能な業務について、民
間委託を推進する。

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【車両管理事務】
①バスの運行委託
②軽乗用車、軽貨物車の
リース車両への切替え
等を実施する。

　業務の民間委託及びリー
ス車両への切替えにより、行
政コストの削減が図られる。

＊20,970千円
（内収入増によ
るもの14,000千

円）

Ｂ

　平成１８年度
からバスの運
行委託を実施
する。
　
　順次、公用
車のリース車
両への切替え
を実施する。

財務部

　平成２０年度
までに税務事
務の民間委託
を実施する。

税務部

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・中型バス２台を売却し、バス運用業務の民間委託を実施
・公用車リース車両20台（軽乗用車・軽貨物車）を導入
・生涯学習課が単独公民館にリース車11台を導入
・津久井・相模湖総合事務所管理の共用車両のリース導入
についての検討を実施した

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
　業務の民間委託により、業
務の専門性を高め、行政コ
ストの削減が図られる。

・異動届出書、軽自動車税入力委託、当初課税住民コード
付設処理委託を実施した。また、19年度委託する合算処理
入力委託、市県民税申告書、確定申告書入力委託の準備
を行った。
・催告書・差押警告書・差押執行通知書の印字・封入業務
等の平成19年度からの民間委託を決定した。
・家屋評価支援システムの入力事務の一部についての委託
の検討を始めとして､家屋評価業務全般にわたり民間開放
の可能性・課題､他市の民間解放の状況についての調査・
検討を行った。
・法的要件に課題のある事務については、国等の動向を注
視するとともに、情報収集を行い、再任用職員の活用も勘案
し検討を行った。

Ｂ
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取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【窓口業務】
①受付事務
②電算事務
③その他一般事務
を対象とし、可能な業務の民
間委託を実施する。

　業務の民間委託により、業
務の専門性を高め、サービ
スの向上、行政コストの削減
が図られる。

Ｂ

　平成１９年度
までに窓口業
務の民間委託
を実施する。 市民活力

推進部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【コールセンターの設置】
　民間委託による全庁を対
象としたコールセンターを設
置する。

　　業務の民間委託により、
業務の専門性を高め、サー
ビスの向上、行政コストの削
減が図られる。 ― Ａ

　平成１９年度
にコールセン
ターを設立す
る。 市民活力

推進部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【一般ごみ収集業務】
①民間委託による夜間収集
事業実施地区を拡大する。

－ Ｂ

　夜間収集実
施事業地区を
順次拡大す
る。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

②上記①の結果を参考に一
般ごみ収集業務に係る民間
委託の在り方について検討・
実施する。

－ －

平成１９年まで
に一般ごみ収
集に係る民間
委託の在り方
を決定し、平
成２０年度から
適宜実施す
る。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
　業務の民間委託により、行
政コストの削減と行政サービ
スの向上が図られる。

・駅周辺の夜間収集地区を2箇所（上溝、相武台）で拡大実
施した。
＜参考＞
　平成15年度・・・淵野辺、小田急相模原
　平成16年度・・・東林間、橋本
　平成17年度・・・相模大野、相模原

資源循環
部

・ 津久井クリーンセンター収集第２係業務（不燃ごみ、粗大
ごみ等収集業務）の民間委託を実施した（平成19年３月よ
り）。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・窓口業務・窓口サービスの改善推進検討ワーキング会議
の検討結果でのアウトソーシング可能な業務のうち戸籍住民
課の窓口業務の一部の委託を実施した。
・各種証明書交付の待ち時間が短縮された（最大が30分か
ら15分、平均が15分から10分へ）。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・平成１８年１０月に コールセンターの設置及び運営を開始
した
（利用実績）
　利用件数　　約25,000件（電話、メール）
　完結率　　　 約90％（コールセンターでの完結率）
　市民満足度　4.9点（5点満点）
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取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【設計業務】
　今後、増加が予想される公
共施設の改修・修繕工事に
ついて、設計業務の民間委
託を実施する。
　併せて直営による設計業
務の省力化を実施する。

　可能な業務の民間委託に
より、行政コストの削減が図ら
れる。

― Ｂ

　平成１８年度
までに設計業
務の民間委託
を実施し、平
成１９年度まで
に設計業務の
省力化を確立
する。

財務部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【学校管理業務】
　学校作業員の業務につい
て、退職者不補充を原則と
し、順次民間委託を実施す
る。

　業務の民間委託により、行
政コストの削減と行政サービ
スの向上が図られる。

＊32,331千円 Ｂ

　民間委託を
順次実施す
る。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

教育環境
部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【給食調理業務】
　公立小学校給食調理業務
について、退職者不補充を
原則とし、順次、民間委託を
実施する。

　業務の民間委託により、行
政コストの削減と行政サービ
スの向上が図られる。

＊44,469千円 Ｂ

　民間委託を
順次実施す
る。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

教育環境
部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【図書館業務】
　図書館業務の非常勤化及
び民間委託を実施する。

　業務の非常勤化及び民間
委託により、行政コストの削
減と行政サービスの向上が
図られる。

＊3,700千円 Ｂ

　平成１８年度
から非常勤
化・民間委託
を実施する。 生涯学習

部

＊【全庁をあげての民間委託の推進】の改善効果額２７６，２１８千円の内数字

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・小学校４校について、新たに給食調理業務委託を実施。
（委託状況）
　　18年度：４校、給食調理員相当数18名分
　＊合計：委託数14校、2給食センター

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・図書館委託化について、平成19年10月からの相模大野図
書館の民間委託を決定した。
・将来的な図書館の在り方についての検討を行うとともに、
図書相談員（非常勤特別職）の再任用を実施した。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・委託化を推進するにあたり、課題整理を行うとともに可能な
ものから委託化を実施。
・工事費積算単価を相模原市建築工事標準単価から神奈
川県建築工事標準単価へ移行することにより設計業務の省
力化を進めた。また､より設計業務を省力化するため､新しい
積算システムを予算化する予定。
（参考）
平成17年度の設計業務の委託化　　　15.4％
平成18年度の設計業務の委託化　　　37.9％

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・再雇用職員として嘱託職員を5校に8名配置した（計30校、
33名）。
・民間委託は既設校3校で実施した（計6校）。
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（２）とことん追求！最大の市民満足が得られる公共サービスの提供（最少経費で最大効果のサービス）

◆電子市役所の実現
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【システムの構築】
　情報化推進基本計画に基
づき、各システムを順次整
備・運用する。

　電子での届出等が可能と
なることにより、市民が任意
の場所から、任意の時間に
手続を完了することができ、
利便性が向上するとともに、
的確かつ迅速な事務処理が
図られる。 ― Ｂ

　年次計画に
基づく計画的
な整備を行
う。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

企画部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【インターネットによる市議会
本会議中継】
　市役所本庁舎のみで行わ
れている市議会本会議中継
を、インターネットを利用して
議会ホームページ上で視聴
できるようにする。

　議会活動をより広く、多くの
市民へ公開することにより、
議会及び市政への関心、理
解を深めることができる。

― Ｂ

　平成１７年度
から、インター
ネットによる本
会議中継を実
施する。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

議会
事務局

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【インターネットによるビデオ
広報配信】
　ビデオ広報を、動画配信
（ストリーミング）技術を活用
してインターネット上で放映
する。

　ビデオ広報をインターネット
で配信することにより、市民
の視聴機会が増すとともに、
日本全国に発信することで、
本市の知名度・イメージの
アップが図られる。

― Ｂ

　平成１７年度
から、インター
ネットによるビ
デオ広報配信
を実施する。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

企画部

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・システムの改修を行い、視聴者の利便性が向上した（検索
の利便性向上のためのレイアウト変更、操作方法案内の付
加）。
（アクセス数）
　平成17年度　　33,665件
　平成18年度　　50,710件

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・ビデオ広報の動画配信を引き続き行い､平成18年度から､
内容の更新を月２回とした
（アクセス数）
　平成17年度　　11,469件
　平成18年度　　　6,792件

【重点プログラム】：電子市役所の実現
【目               標】：市民の利便性の向上と的確かつ迅速な事務処理を図るため、電子市役所を実現する。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・電子入札システム、マルチペイメントシステム（税・使用料の
一部）、電子申告システム（固定資産税・法人市民税）の運
用を開始した。
・公開型GISについては､都市計画情報､安全・安心情報（平
成18年３月）､公共施設情報（平成18年10月）を公開した。
　（主なシステムの利用件数）
　　・電子申告　　　　　　　 　　  95件
　　・マルチペイメント等　 185,736件
　　・ホームページ       2,178,616件
    ・公開型GIS　　　　　1,304,845件
　　・コールセンター       109,354件（ＨＰのＦＡＱ利用含む）
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取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【学校の情報化の推進】
　情報教育の充実を図るた
め、職員室のコンピュータ整
備を行い、学校間、学校と教
育委員会をネットワークで結
ぶ。

　職員室のコンピュータ整備
と学校間、学校と教育委員
会のネットワーク化により、教
育情報の共有化が進められ
るとともに、事務の効率化と
通信コストの削減が図られ
る。

― Ｂ

　平成１７年度
から３箇年で、
職員室のコン
ピュータ整備
を行う。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

教育局

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【情報化推進基本計画の推
進】
　情報化推進基本計画に基
づき、着実に情報化の推進
を図る。また、３年後に見直
しを行い、ＩＴの技術革新へ
の対応を図る。

　中長期的な方針のもと、各
システムの計画的な整備が
可能となり、国・県など他の
システムとの窓口の一本化
に向けたシステムの体系化
が可能となる。

― ―

　平成２１年度
にシステム体
系を確立す
る。

企画部

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・小中学校35校のＰＣ教室（４１台）と学校図書館（２台）のＰＣ
機器更新
・職員室で教員2人に１台のＰＣ整備し、学校間、教育委員
会を結ぶ「学校グループウェア」の開発と運用を開始

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・高度情報化推進会議を開催し､情報を戦略的に活用する
枠組みの検討を行い､情報化推進アクションプランの改訂を
実施した。
（主な改訂内容）
　「統合文書システム」など終了した２事業を削除し、「ＡＳＰ
を利用した公共施設等地図情報の提供」「建築インフォメー
ションシステムの構築」「土木工事に係る電子納品システム
の構築」の３事業を追加
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（２）とことん追求！最大の市民満足が得られる公共サービスの提供（最少経費で最大効果のサービス）

◆市民の視点に立った窓口サービスの改善と効率的な事務執行体制の確立
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【窓口サービスの改善】
①事務処理時間の短縮
②窓口の統合や再配置
③総合案内機能の見直し
④玄関ロビーの活用方法
⑤休日開庁
などについて検討し、順次改
善を実施する。

　窓口での接遇の向上や、
縦割配置の是正による待ち
時間の短縮など、窓口業務
における市民サービスの向
上が図られる。

― ―

　平成１７年度
から事務改善
を実施すると
ともに、平成１
９年度に事務
室レイアウトの
再編を実施す
る。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

市民活力
推進部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【カスタマーセンターの設置】
　相談・苦情処理対応の迅
速化を図り、対応結果を分か
りやすく市民に公表するカス
タマーセンターを設置する。

　市民の相談・苦情に対する
対応の迅速化と分かりやす
い情報公開の実施により、市
民サービスの向上が図られ
る。

― Ａ

　平成１９年度
にカスタマー
センターを設
置する。

市民活力
推進部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【効率的な事務執行体制の
確立】
①民間委託の推進（再掲）
②非常勤職員、再任用職員
等の活用

― Ｂ

　順次、窓口
業務の民間委
託を実施す
る。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

税務部

③コールセンターの設置（再
掲）

平成１９年度
にコールセン
ターを設置す
る。

市民活力
推進部

・平成18年４月より市民の利便性の向上のため広聴機能と
相談機能を統合した市民相談課を設置し、市民の苦情・相
談等の窓口の一元化を行った。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
　窓口業務の合理化・効率
化によるサービス向上ととも
に、行政コストの削減が図ら
れる。

・戸籍窓口の委託や課税入力事務の一部の民間委託を実
施することにより窓口業務の合理化・効率化を図った。

【重点プログラム】：窓口サービスの向上
【目               標】：顧客主義の視点に立った窓口サービス体制を構築する。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・窓口業務・窓口サービスの改善推進検討ワーキング会議
で検討した結果をもとに、戸籍窓口のレイアウト変更や民間
委託を実施し、待ち時間の短縮を図った。また、休日窓口の
拡大や時間外窓口についての検討を行った。
・各種証明書交付の待ち時間が短縮された（最大が30分か
ら15分、平均が15分から10分へ）。
＜参考＞
＊窓口アンケートの結果
　　〈窓口にかかった時間の平均点（5点満点）〉
　　平成17年度　　3.8点
　　平成18年度　　4.0点＝〈時間短縮〉

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
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（２）とことん追求！最大の市民満足が得られる公共サービスの提供（最少経費で最大効果のサービス）

◆公共施設整備指針の策定
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【公共施設整備指針の策
定】
　公共施設の機能や配置計
画などを見直し、施設需要
や利用者ニーズを反映する
公共施設整備指針を策定す
る。

　利用者のニーズに適合し
た公共施設サービスを提供
することができる。

― ―

　平成19年度
に公共施設整
備指針を策定
する。

企画部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【大規模事業評価の導入】
　大規模事業の実施段階に
おいて、事前評価を行う仕組
みを確立する。

　大規模事業の必要性、妥
当性等の検証により、推進・
継続の是非を検討する仕組
みを構築し、政策判断（事業
採択）のプロセスの透明性を
高めることができる。

― ―

　平成19年度
に大規模事業
評価制度を導
入し、順次実
施する。 企画部

・平成18年度、施策評価や事務事業評価を実施するなか
で､大規模事業評価の役割を検討した。また､平成19年度の
制度構築に向けて先進市の事例調査等を行った。

【重点プログラム】：公共施設の計画的な整備・保全
【目               標】：公共施設全般において、時代のニーズに適合するよう総合的な計画・管理・運営を行う。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・平成19年度の指針策定に向け、合併に伴う津久井４町の
既存公共施設の現況確認を実施した。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
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◆公共施設の維持保全
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【公共施設保全計画の策
定】
　公共施設の長寿命化を図
り、良質なストックの活用を行
うために、公共施設保全計
画を策定する。

　施設の長寿命化に取り組
むことにより、改修需要の抑
制が可能となり、施設利用者
の保全意識の高揚にもつな
がる。

― －

　平成17年度
に公共施設保
全計画を策定
する。
［平成17年度
　　　　評価B］ 財務部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【公共施設修繕計画の策
定】
　施設のライフサイクルを考
慮した改修を計画的に実施
するための公共施設修繕計
画を策定する。

　今後増加が見込まれる改
修経費の平準化が図られる
とともに、施設の効用を有効
に発揮することができる。

― －

　平成１７年度
に公共施設修
繕計画を策定
し、平成21年
度までの5年
間で第1次実
施計画を着実
に推進する。
［平成17年度
　　　　評価B］

財務部

・19年度分の保全計画の実施に向けて､前年度設計を行
なった。
・保全計画以外の修繕は､優先順位を定め､19年度修繕対
象としての提案を行なった

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・合併した２町（津久井町・相模湖町）の施設を保全計画に
取り込むために､耐震診断を実施した。
＜公共施設保全計画＞
*公共施設413施設を対象に保全方針を3つに分類。
・Ａグループ（予防保全）   130施設
・Ｂグループ（調査保全）　　 83施設
・Ｃグループ（事後保全）　 200施設

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
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（２）とことん追求！最大の市民満足が得られる公共サービスの提供（最少経費で最大効果のサービス）

◆庁内分権の推進
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【権限の移譲による庁内分
権の推進】
　各部門に部門内の職員配
置及び予算配分等、一定の
権限移譲を行う。

　権限と責任が明確になると
ともに、意思決定のスピード
アップなど、迅速で弾力的な
組織運営ができるようにな
り、時代や市民ニーズの変
化への対応力を高め、高品
質で高い満足度の行政サー
ビスを市民に提供できるよう
になる。

― Ｂ

　平成18年度
までに各部門
に部門内の職
員配置及び予
算配分等、一
定の権限移譲
を行う。

総務部

◆意思決定の迅速化
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【庁議システムの見直し】
　政策形成過程における庁
議システム（役割・機能・運営
体制）を見直し、庁内分権を
推進する。

　政策形成における議論が
効率的に行われ、意思決定
が迅速に行われる。

― Ｂ

　平成18年度
から新たな庁
議システムに
移行する。

企画部

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・迅速性､簡略化､透明制等の視点からの見直しを行ない､
庁議への付議事案について基準の明確化を図り､一定の政
策決定を局が担う機能をもった庁議システムを構築した（経
営会議､局経営会議､経営調整会議など）。

【重点プログラム】：庁内分権の推進
【目               標】：各部門において自己決定・自己責任の原則に基づく事務処理が可能なシステムを構築する。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・地方自治法の改正に伴う副市長制の導入及び庁内分権を
推進するため組織体制として局制を導入する組織改正を
行った（平成19年４月より）。
・組織改正とともに、専決規程の見直しを行い、副市長や局
長に専決を付与するほか行財政システムの見直しにより、局
に予算の１次経費枠や職員定数の枠配分を行うとともに、局
内での事務事業の選択や順位付けを主体的に行うことで、
局が自律的に組織運営を行えるようにした。
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（２）とことん追求！最大の市民満足が得られる公共サービスの提供（最少経費で最大効果のサービス）

◆職員定数の削減
取組項目 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【職員定数の削減】
　職員の長期採用計画に基
づき、３年ごとに定数管理計
画を見直し、各年平均１％の
職員定数を削減する。

　「最少の経費で最大の効
果」の理念に基づき、民間委
託等の推進、組織の再編等
の手法により定数を削減する
ことで、行政運営の効率化が
より一層推進される。

― ―

　平成２２年度
までに定数を
２４０人削減す
る。

総務部

・平成18年度、99人（旧市分42人）の定数削減を実施した
（城山町、藤野町との合併前の１市２町の定数合計との比
較）
・合併後の新市における職員定数について、平成17～22年
度に329人を削減する「職員定数管理計画」を策定した。

＜参考＞
　・Ｈ16．4．1定数 3,995人（対前年比65人減）
　・Ｈ17．4．1定数 3,945人（対前年比50人減）
　　　　　　　　　　　　　 (合併の要素を含んだ定数4,569人）
　・Ｈ18．4．1定数 4,470人（対前年比99人減：旧市分42人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　減）
 　　　　　　　　　　　　　(合併の要素を含んだ定数4,820人）
　・Ｈ19．4．1定数 4,740人（対前年比80人減）

【重点プログラム】：職員定数の削減
【目　　　　　　　標】：各年平均１パーセントの定数を削減する。
　　　　　　　　　　　　３，９９５人（H１６年度）　→　３，７９３人（H２１年度）　→　３，７５５人（H２２年度）　合計２４０人削減

平成18年度に取り組んだ内容・成果等

27



（２）とことん追求！最大の市民満足が得られる公共サービスの提供（最少経費で最大効果のサービス）

◆能力と実績に応じた人事・給与制度の導入
取組項目項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【新たな職員評価制度の導
入】
　能力・業績が処遇・給与に
反映される新しい職員評価
制度を導入する。

― Ｂ

　平成18年度
から新たな職
員評価制度を
導入し、平成
１９年度から、
評価結果を処
遇・給与に反
映させる。

【職員評価制度と連動した新
たな給与制度の検討】
　職責・能力・業績などが処
遇・給与に反映される給料表
の作成など、新たな給与制
度の検討に取り組む。

― Ｂ

平成17年度か
ら新たな給与
制度の検討を
開始する。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

【重点プログラム】：人事・給与制度の見直し
【目               標】：能力・業績主義の人事・給与制度を導入する。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
　経験年数、年齢を考慮した
人事・給与制度から能力・業
績が人事上の処遇や給与に
反映される人事・給与制度
へと転換することにより、職員
一人ひとりが持てる能力を最
大限に発揮し、より質の高い
行政サービスが提供される。

・全職員を対象とした、業績評価と能力・意欲評価からなる
職員評価制度を実施した。
・制度充実のため評価制度に関する説明会（４月：評価者と
希望者）及び評価者訓練を（10月、１月：評価者）実施した。

総務部

・職員評価制度を平成１８年度から本格実施し､平成１９年度
から評価結果が賞与に反映するシステムの導入を予定。
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（３）果敢に挑戦！都市間競争を勝ち抜くための経営基盤の強化（歳入の確保と歳出の抑制）

◆企業立地の促進並びに工業用地の保全及び創出
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【企業立地の促進】
　新規立地に対する助成、
企業立地促進融資制度の拡
充等の支援策を実施すると
ともに、総合的に企業ニーズ
に対応できる体制を構築し、
企業立地の促進を図る。

　成長産業の集積を促進し、
市内産業の活性化と雇用の
創出により税収増が図られ
る。

13,466千円
（収入増） －

　平成１７年度
に企業立地等
の促進に関す
る条例の制
定、企業立地
等促進会議の
設置、支援策
を実施する。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

経済部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【工業系産業用地の保全】
　工業用地の継承、工業系
産業用地の地区計画決定に
対する助成等の支援策の実
施により、工業系産業用地の
保全を図る。

　成長産業の集積を促進し、
市内産業の活性化と雇用の
創出により税収増が図られ
る。

－ －

　平成１７年度
に企業立地等
の促進に関す
る条例を制定
し、工業系産
業用地保全の
支援策を実施
する。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

経済部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【新たな産業用地の創出】
　新たな工業系産業用地を
創出する際の基準を策定す
る。

　成長産業の集積を促進し、
市内産業の活性化と雇用の
創出により税収増が図られ
る。 ― Ｃ

　平成１７年度
に工業系産業
用地創出に関
する基準を策
定する。
［平成17年度
　　　　評価Ｃ］

企画部
まちづくり
事業部

・本市に立地する企業等に対し奨励措置を講じ企業立地等
の促進、市民の雇用機会の創出及び拡大並びに工業用地
の保全活用を図ることを目的とする「相模原市産業集積促
進条例」に基づき事業計画の認定を行った。
　工業用地継承2件　2,148㎡
・ 工業地域にある工業団地組合への地区計画制度及び固
定資産税・都市計画税の優遇や奨励金の交付等の奨励制
度の説明を実施した。（説明会等4回開催）
・地区計画策定のため（仮称）田名清水原赤坂地区まちづく
り協議会の組織化の準備を行い、発起人会を立ち上げた。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・新たな工業系産業用地を創出する際の区域については地
理的特性等を考慮し、特定保留区域の一部である２地区
（麻溝台・新磯野地区、当麻地区）を優先的に取り組むべき
区域とし、地権者・県等との調整を実施。

【重点プログラム】：新たな増収策の推進
【目               標】：成長産業の集積を促進し、市内産業の活性化と雇用の創出により税収増を図る。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・本市に立地する企業等に対し奨励措置を講じ企業立地等
の促進、市民の雇用機会の創出及び拡大並びに工業用地
の保全活用を図ることを目的とする「相模原市産業集積促
進条例」に基づき事業計画の認定を行った。
　25件（内訳　新規立地1件1,312㎡、工場等新設18件、工
場増設2件、工場移設2件）総投資額　約237.6億円
・ 認定企業の内、操業を開始し奨励措置の適用を受けた企
業　14社（奨励金339,919千円）。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
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（３）果敢に挑戦！都市間競争を勝ち抜くための経営基盤の強化（歳入の確保と歳出の抑制）

◆徴収事務に精通した職員配置の拡充
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【徴収事務に精通した職員
配置の拡充】
　税務署や県税事務所から
職員を派遣してもらうことや、
税務署OBを徴収員等として
採用するなど、外部から専門
知識・技術に精通した職員を
増員する。

　専門知識・技術に精通した
人材が適切に配置されること
により、効率的で適正な事務
が執行され、市税収納が強
化される。 ― Ｂ

　平成１８年度
から外部専門
職員を増員す
る。

税務部

◆収納関係業務の一元化による収納力強化
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【収納業務の一元化】
　市税その他諸収入金の収
納業務を一元化し、総合的
な徴収事務と納付相談を受
け付ける「（仮称）収納対策
課」を設置する。

　市税等の徴収部門が一元
化され、効率的で効果的な
徴収事務が適正に執行さ
れ、収納力が強化される。
市民個々の事情に応じた総
合的な相談が行われ、納期
内納付の促進や、滞納の未
然防止・早期解消が図られ
る。

― ―

　平成１９年度
に「（仮称）収
納対策課」を
設置する。

税務部

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・南市税事務所に新たに徴収部門における外部専門職員
の増員した（１名）。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・国民健康保険の滞納事案194件を納税課に移管し、試行
を実施（平成18年10月から）した。
・使用料を含めた収納部門の徴収困難案件に特化した新組
織「（仮称）公共債権回収対策室）」の設置を検討した。

【重点プログラム】：市税等収納の強化
【目　　　　　 　 標】：市税等の現年度分収納率を向上させる。                                               　　　　Ｈ１８年度収納率

　　　　　　　■　市税（国民健康保険税を除く）　９８．３％（平成15年度）　→　９８．５％（平成19年度）　　　　９８．６％
　　　　　　　■　国民健康保険税　　　　　　　　　８８．６％（平成15年度）　→　９０．０％（平成19年度）　　　　８９．８％
　　　　　　　■　保育料　　　　　　　　　　　　　　　９８．７％（平成15年度）　→　９８．８％（平成19年度）　　　　９７．８％
　　　　　　　■　住宅使用料　　　　　　　　　　　　９７．９％（平成15年度）　→　９８．５％（平成19年度）　　　　９８．６％
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取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【市税以外の諸収入金の徴
収強化】
　諸収入金に係る督促、延
滞金及び滞納処分に関する
条例を制定し、市税以外の
諸収入金の徴収を強化す
る。

　市税以外の諸収入金の徴
収が強化されるとともに、公
平性が確保される。

― Ｃ

　平成１８年度
に諸収入金に
係る督促、延
滞金及び滞納
処分に関する
条例を制定す
る。

税務部

◆納税環境の整備
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【電子納付システム・コンビ
ニ収納の導入】
　電子納付システムを導入
するとともに、コンビニエンス
ストアでの税金収納を導入
する。

　納税環境が整備され、利
便性が向上するとともに、市
民の自主納付が促され、収
納が強化される。

－ Ｂ

　平成１８年度
までに電子納
付システムを
導入し、コンビ
ニ収納を導入
する。

税務部

◆納税意識の高揚
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【意識啓発による滞納抑制】
　市で実施している税の滞納
処分の概要を公表する。

　「滞納は差押になる場合が
ある」ことを周知するなど警
告的な意識啓発を行うことに
より、安易な滞納が抑制され
る。

4,803千円
（収入増） Ｂ

　平成１７年度
から、滞納処
分の概要を公
表する。
［平成１７年度
　　　　評価Ｂ］

税務部

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・納税意識の高揚を図るため、ホームページにおいて滞納
処分の概要の公表を継続実施した。
・インターネット公売（６件［動産４件・不動産２件］、4,803,125
円）を実施した。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・使用料を含めた収納部門の徴収困難案件に特化した新組
織「（仮称）公共債権回収対策室）」の設置を検討した。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・24時間納付が可能となる電子納付システム・コンビニ収納
を軽自動車税と国民健康保険税で導入した。また、引き続
き、金融機関・郵政公社等との協議を実施した。
・軽自動車税の督促状発付率が減少（2．9％）した。
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（３）果敢に挑戦！都市間競争を勝ち抜くための経営基盤の強化（歳入の確保と歳出の抑制）

◆市債発行限度額の設定
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【市債発行限度額の設定】
　これまでの建設に係る市債
に加え、臨時財政対策債・
減税補てん債を発行抑制の
対象とし、３年ごとに３年間の
市債発行限度額の設定を行
う。

　次の世代に過重な負担を
残さず、また、弾力的な財政
運営を持続できる。

― ―

　３年間で市
債発行額を限
度額以内に抑
え、公債費負
担比率につい
て、１５％以下
を維持する。

財務部

・起債事業の精査により平成１8年度の市債発行額は
13，038百万円となった。（平成１７年度～１９年度の発行限
度額48,000百万円のうち平成１７・１８年度の合計発行額は
26,417百万円で55.0％の執行率）
・平成１8年度の公債費負担比率は１3．5％。

＜参考＞　　　　　　市債発行額　　　　　公債費負担比率
　平成17年度　　　13,379百万円　　　　　　13.6％
　平成18年度　　　13,038百万円　　　 　　 13.5％

【重点プログラム】：市債発行の抑制
【目               標】：平成１７年度～平成１９年度の市債発行額を、４８０億円以内とする。
　　　　　                公債費負担比率について、１５パーセント以下を維持する。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
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（３）果敢に挑戦！都市間競争を勝ち抜くための経営基盤の強化（歳入の確保と歳出の抑制）

◆法定事業の見直し
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【母子家庭等に係る扶助事
業の見直し】
　母子家庭等自立支援計画
に基づき、自立支援策を充
実・推進する。

　母子家庭等に対する職業
訓練給付金（平成１６年度に
創設）の支給等の就業支援
を行い、母子家庭等の自立
を促進することにより、扶助
費の抑制が図られる。

― ―

　自立支援策
を充実する。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

こども育成
部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【生活保護に係る自立支援
プログラムの策定等】
　自立支援プログラム（被保
護者の自立を促進するため
の基本的な取組方針）を策
定する。また、医療費の適正
化に向けたレセプト点検方
法を確立する。

　生活保護自立支援相談員
（平成１６年度に設置）を中
心とした自立支援を行い、被
保護者の自立を促進すると
ともに、レセプト点検を充実
し、医療費の適正化を図るこ
とにより、扶助費の抑制が図
られる。

65,209千円
（うちレセプト
点検によるも
の34,359千

円）

Ｂ

　平成１７年度
からレセプト点
検を実施し、
平成１８年度
に自立促進プ
ログラムを策
定する
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

福祉部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【就学援助費認定基準の見
直し】
　要保護及び準要保護児童
生徒就学援助費に係る認定
基準の見直しを行う。

　就学援助費に係る認定基
準を見直すことにより、扶助
費の抑制が図られる。 ― ―

　平成２０年度
に認定基準の
見直しを行う。 教育環境

部

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・自立支援プログラムの実施にあたり、ケースワーカーによる
ケース検討表を元に、自律支援調整会議を実施し、組織
的・効果的な対応を行なった。
・生活保護自立支援相談員の任用による就労支援事業をは
じめ、生活保護受給者等就労支援事業（ハローワーク）及び
無料職業紹介事業（市就職支援センター）と連携を強化し、
被保護者の自立に取り組んだ。
・診療報酬明細書（レセプト）の点検により、調査の優先順位
を決め、病状調査を実施した。主治医の診断結果と被保険
者の状況を勘案し、頻回受診の停止、他法制度取得等保護
者に応じた助言指導を実施した。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・ 県内の自治体や中核市の認定基準等の調査結果から、
認定倍率、支給額を下げる場合の見直し案を作成し、両案
の効果や課題整理を実施した。

【重点プログラム】：扶助費の抑制
【目               標】：福祉サービスの提供について、給付型から自立支援型への転換を図り、多様な主体が協働する体
                          制をつくるなど、公的扶助の在り方を見直すことにより、複雑・多様化するニーズに的確に対応し、か
                          つ持続的・安定的なサービスの提供を目指すとともに、扶助費の抑制を図る。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・事業主に対し､母子家庭の母を短期雇用から常用雇用に
転換した場合に支給する常用雇用転換奨励金を開始（８月
から）した。
・こどもの保育の問題など就労支援を総合的に行なう母子家
庭自律支援プログラム事業を開始（１２月から１０件）した。
・無料職業紹介所（就職支援センター）のカウンセラーとの
面接・相談は、希望者の利便性を考慮し、母子自立支援員
が勤務する保健福祉総合相談課及び南保健福祉総合相談
班の相談ブースで出張相談を行った。
・自立支援教育給付金受給件数　　32件
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◆市単独事業等の見直し
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【市単独事業等の見直し】
　市単独事業等について、
扶助対象者の見直し、受益
者負担の導入、事業の廃止
等基本的な考え方を明確に
するとともに、検診事業につ
いても、検診内容や委託単
価、受益者負担の見直しを
行う。

　計画的に見直しを行うこと
により、サービスの利用者に
とって公平性・公正さが確保
されるとともに、扶助費の抑
制が図られる。

34,155千円 Ｂ

　平成１７年度
から順次見直
しを行う。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

福祉部

保健所

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・高齢者交流事業の廃止。 △7，402千円
・障害者宿泊費助成事業の見直し（対象範囲）△2,079千円
・障害者手帳交付診断料助成事業の廃止　　△7,189千円
・障害者補装具・日常生活用具給付事業の見直し（障害者
自立支援法に基づく整理）　△5,781千円
・更生医療給付事業（障害者自立支援法に基づく整理）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△635千円
・乳がん検診（視触診単独検診）の一部負担金を増額（300
円→400円）　△230千円
・がん検診（子宮がん､がん集団検診）の委託料単価調整及
びがん集団検診の夜間検診廃止　△10,467千円
・乳幼児個別予防接種委託料単価の調整によるワクチン代
単価の引き下げ　　△372千円
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◆国民健康保険事業特別会計の健全化
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【保険税収納率の向上等】
　保険税収納率向上対策の
導入、滞納処分の強化等に
より保険税の収納率を向上さ
せる。

　保険税収入の確保及び税
負担の公平性が図られる。

73,726千円
（収入増） C

　現年度分収
納率を９０％
以上とする。
［平成17年度
　　　　評価Ｃ］

保険高齢
部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【医療費の適正化等】
　保健事業を実施するととも
に、医療費通知の充実やレ
セプト点検等による医療費の
適正化を図る。

　加入者の健康意識の醸成
や健康増進が図られるととも
に、医療費が抑制され、国民
健康保険事業特別会計の健
全化が図られる。

140,726千円 Ｂ

　平成１７年度
から保健事業
及びレセプト
点検の充実、
平成１８年度
から医療費通
知の充実を図
る。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

保険高齢
部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【保険税率の見直し】
　独立採算の原則に基づ
き、適切な保険税率の設定
に努める。

　一般会計からの繰入金が
抑制され、国民健康保険事
業特別会計の健全化が図ら
れる。

－ －

　隔年で保険
税率の見直し
を行う。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

保険高齢
部

・１９年度の税率見直しに向け､庁内､国保運営協議会にお
いて調整・準備を進めた。

・市税等収納の強化の一つとして､コンビニ納付を開始した。
・専任オペレータによる電話催告を開始した。
・差押等滞納処分の強化、休日納税相談等を実施した。
（収納率の推移）
　　平成16年度　　　88.57％
　　平成17年度　　　89.57％
　　平成18年度　　　89.77％

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・事業計画の検討を行った(医療費分析の研修会への参
加、脳ドック健診の検討)。
・納税通知書（18万2,500通）、高額療養費申請書の通知書
（2万2,000通）､人間ドック封筒（4,700通）への啓発標語の掲
載、健康診査の健康度評価事業との連携、健康づくりのつ
どいへの参加などにより啓発を行なった。
・国民健康保険医療費の改善実施。
・レセプト点検の現況と課題の把握、効果の検証。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等

【重点プログラム】：国民健康保険事業特別会計の健全化
【目              標】：収納率の向上、医療費の適正化等により国民健康保険事業特別会計の健全化を図り、一般会計か
                        らの繰入金を減少させる。
　　　　　　　　　　　■一般会計からの繰入金（健全財政化調整分）の減額　　平成１８年度一般会計からの繰入金　２１億円

　　　　              　　平成１５年度決算　２４億円
　　　　　　　　　　               　　　→　平成２５年度決算　１２億円（平成１７年度からの９年間で半減）
　　　　　　　　　　　■現年度分の保険税収納率を９０パーセント以上とする。　　平成１８年度現年度分収納率　　８９．８％

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
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◆資産管理の適正化（道路残地等）
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【管理体制の一元化】
　道路の機能・形態のない道
路用地等の低未利用資産を
把握し、管理体制の一元化
を図る。

　低未利用資産の現況等を
把握し、処分・活用方針を確
立するとともに、管理体制を
一元化することにより、資産
の適正管理や有効活用が図
られる。

― Ｃ

　平成１７年度
に処分・活用
方針を確立
し、平成１８年
度に管理の一
元化を行う。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

土木部

◆売却処分の促進（道路残地等）
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【売却方式の見直し】
　処分・活用方針に基づき、
統一されたルールのもと、売
却方法及び手続の合理化や
測量に係る負担の在り方等
を検討し、処分可能なものに
ついて、売却処分を促進す
る。

　手続の合理化等により、隣
接地権者等への売却処分が
促進され、資産管理の適正
化が図られる。

13,445千円
（収入増） B

　平成１７年度
に新たな売却
方式を確立
し、平成１８年
度から新方式
による処分を
実施する。
［平成17年度
　　　　評価Ｂ］

土木部

◆地域の資産としての活用（道路残地等）
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【地域住民による管理の促
進】
　売却処分が困難又は不適
当とされたものについて、ア
ダプト制度を導入し、花壇等
として地域住民による管理を
促進する。

　市民とのパートナーシップ
に基づき、地域住民が自主
的に管理することにより、街
の美化の促進と資産の有効
活用が図られる。 ― Ｂ

　平成１８年度
からアダプト
制度による管
理を順次実施
する。 土木部

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・「未利用市有地等売払い実施要綱」に基づき、全庁的に統
一したルールでの売却処分体制を構築した。
　（売却実績）
　　件数12件　　面積414㎡　　金額13,445千円

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・低未利用資産の活用等について「土木部重点プログラム
ワーキング」での検討結果を受け、導入を検討し、所管する
下記の低未利用資産についてアダプト制度を実施した。
＜活動事例＞
　　･市道新磯（新戸地内）　　　　歩道清掃･除草、植栽管理
　　･市道南橋本青葉（中央５丁目）　　　　　　植栽管理
　　･市道下九沢淵野辺（富士見４丁目）　　　植栽管理
・今後は低未利用資産台帳の整備に合わせ、導入していく
予定。

【重点プログラム】：低未利用資産の活用等
【目              標】：道路残地等行政財産の適正管理や有効活用を図るとともに、相模原市土地開発公社の長期保有土
　　　　　　　　　      地を計画的に解消し、財政の健全化に資する。

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・道路分に係る未利用資産について、３箇年の初年度調査
（31大字207箇所の図上調査と6大字42箇所の現況調査）を
実施し､低利用地と判断された22箇所について､庁内各課に
意見照会（利用予定の有無及び売却による支障の有無）を
行った。
・道路残地について､道路管理課に移管のための準備作業
を行なった。
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◆土地開発公社保有土地の取得及び代替地の処分
取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部

【土地開発公社保有土地の
取得計画の策定】
　土地開発公社保有の事業
用地について、
①市による供用済土地
②保有期間５年以上の長期
保有土地
の取得計画を策定する。

　土地開発公社による先行
取得用地の解消が図られ、
市の債務負担が軽減する。

― ―

　平成20年度
末までに、市
の標準財政規
模に対する保
有土地の簿価
総額の比率を
25％以下にす
る。

企画部

取組項目及び内容 見込まれる成果 改善効果額（Ｈ18） Ｈ18の評価 達成目標 担当部
【代替地の処分計画の策
定】
　代替地の処分計画を策定
し、代替地の積極的な売却
処分を行う。

　未利用地化している資産
の有効活用が図られる。

― ―

　平成20年度
までに全用地
を処分する。

企画部

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
平成１７年度に策定した「土地開発公社経営健全化計画」に
沿って、進行管理を行った。
＊平成18年度に公社から市が取得した用地
　38用地（うち13用地は一部取得）、
　取得面積17,202.56㎡
　価格59億9,854万円
＊平成18年度末の保有土地
　　113用地、104,987.99㎡、
　　簿価　218億3,405万円

平成18年度に取り組んだ内容・成果等
・用地145.62㎡の売却処分を実施した。
　＊平成18年度末の保有土地
　　14用地、9,256.78㎡、簿価　14億962万円
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